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受容体が平均で 25% 減少していることが判明した （図









2）　Saijo et al., The Journal of Clinical Psychiatry, December 15, 2009
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トピックス2　ユー ザ端末側で波長多重数を変えられる高速光ネットワー ク技術
科学技術動向研究センターにて作成






重通信を、ユーザ端末側回線において自在に可能とする技術を開発した。NICT の実験網 JGN2plus 上
に10Gbps の光伝送経路を多重化して 20 ～ 40Gbps の高速伝送経路を生成し、超高精細映像等の大容
量データ配信に成功した。この技術はイー サネットの規格に従っており、広域イー サネットと呼ばれる仮
想私設網の 40Gbps および 100Gbps の高速化実現に寄与する技術進展の 1 つでもある。














































1）　A. Ravasio et al.,“Single-Shot Diffractive Imaging with a Table-Top Femtosecond Soft X-Ray Laser-Harmonics 
Source”Phys. Rev. Lett., Vol. 103, 028104,（2009）
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　電気事業連合会などは、日本における家庭用自然冷媒ヒートポンプ給湯機の累計出荷台数が、2009 年
10 月末で 200 万台を突破したと発表した。ヒートポンプ給湯機は、我が国が世界に先駆け開発・商品化
した省エネルギー技術である。大気中の熱を集めて活用し、家庭で消費するエネルギーの約 1/3 を占める


















































 エネルギー分野 TOPICS Energy
参考文献2）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表　日本における家庭用ヒートポンプ給湯機累計出荷台数
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トピックス5　フォトリアルなレンダリング用Webサ ビース・プラットホ ムー
　2009 年 10 月に米国サンフランシスコで開催された Web 2.0 サミットで、米国エヌビディア社と傘下の





















































2）　J. T. Kajiya, The rendering equation, Proc. SIGGRAPH ’86, pp. 143-150, 1986
3）　http://www.mentalimages.com/fileadmin/user_upload/PDF/mental_ray_functional_overview-091005.pdf
4）　http://www.mentalimages.com/fileadmin/user_upload/PDF/RealityServer%20White%20Paper-0910.pdf
 ものづくり分野 TOPICS Manufacturing
図表　フォトリアルなレンダリング画像 
出典：Copyright © 2009 NVIDIA Corporation
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1   マッシュアップとはなにか
科学技術動向研究












































Pipes を 2007 年に発表したことを
契機に、ソフトウエア開発の分野
で注目を集めている。現在、個人
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ぞれ必要な別の Web API に引き














































ン ピ ュ ー テ ィ ン グ 環 境 で あ る 
















































































環 境 と し て CORBA（Common 




























（World Wide Web Consortium）と
呼 ば れ る 標 準 化 団 体 に よ っ て



























































Web サービスなど Web2.0 に関連
する技術用語と「マッシュアップ」
の関係について概説し、マッシュ













































る 際 に、SOA と 並 ん で、「SaaS































































ボ ス ト ン 市 に 本 拠 を 置 く W3C








Text Transfer Protocol）を 利 用 し
て、Web API の間で XML 文書を
交換するための標準的な通信プロ






















































































































































tric Software Engineering）」 は、











　また、2008 年 3 月からは、FP7
のもとで、FAST と呼ばれる後継
プロジェクトが実施されており、
2011 年 3 月末まで実施される。そ
の予算規模は、全体では 550 万ユー
ロ（約7億2千万円）で、内350万ユー
ロは FP7 からの資金である 22）。 
　ここに挙げた欧州のプロジェク
















































図表 5　Web API とマッシュアップの有効領域
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広がるWeb APIの活用
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格が 1 台当たり 20 万円 2）とすると、

















































2000 年頃から HV などの低環境負
荷車両の普及が進み、国内の CO2
排出量は減少傾向にある。今後、




CO2 排出量が 1／ 4 程度（CO2 排出




万台）8）の 50% を EV にすると、自
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の Samsung SDI Co. Ltd. および LG 
Chemical Ltd.、 中 国 の BYD Co. 




EV や HV 用の二次電池の開発を
進めている。また、米国の A123 














PRiME2008（Pacific Rim Meeting 
on Electrochemical and Solid─ State 
Science）における、リチウムイオン
電池材料に関する国別論文発表状況
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図表 4　 国際会議のおける国別論文発表状況
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出力密度 2kW／kg、コスト 3 万円／



























DOE は、主に 1991 年に自動車業
界のビッグスリーなどが中心と
なって設立した米国先進バッテ
リ ー 協 会（USABC：United State 
Advanced Battery Consortium）に
開発費を 50% 支給する形で、A123 




















pact Power Inc. が正極材料に層状酸
化物とマンガンスピネル酸化物の































の基礎研究を目的としている 28 ～ 30）。
図表 5　（独）NEDOの計画による自動車用二次電池開発の方向性
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（Joint Opportunities for Unconven-







5    電極・電解質材料の研究開発の現状と方向性
新しいリチウム二次電池を開発す
るプロジェクトを開始している。
例えば、EU 内の 16 の電池関連研
究グループから成る ALISTORE
（Advanced Lithium Energy Stor-
age Systems Based on the Use of 
Nano─ powders and Nano─ compos-
ite Electrodes ／ Electrolytes）プ ロ
ジェクトが 2004 年から 5 年間の予
定で実施されている。
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きた。
　中国では、1986 年より 863 プロ
ジェクトという技術開発プロジェ
クトが実施されており、2001 年か
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図表 8　リチウムイオン電池の放電時の内部抵抗の主な要因
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6    電極・電解質材料の課題と方策
自動車用高出力・大容量リチウムイオン電池材料の研究開発動向
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ウム（Li2S）電解質材料を、電極と
電解質の境界領域には、ナノスケー
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7   全固体型リチウムイオン電池の研究開発
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る 6,000 万台の EV を生産するには
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科学技術動向研究センターのご紹介
　2001 年 1 月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政
策立案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術




















































います。2005 年には 2 年間にわたっ
た「科学技術の中長期的発展に係る
俯瞰的予測調査」を報告しました。
科学技術動向研究センターとは
